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In this paper, two dimensional non-linear finite element analyses for shear walls with multi-openings were 

conducted to investigate the shear force contributions and internal stress transferring mechanisms. Parametric 

analyses were also conducted for the shear walls with several opening layouts. The analytical results showed that 

diagonally compressive struts transferring shear forces were formed in each wall element and the shape depended 

on the wall panel length, regardless of opening layouts and loading directions. On the basis of these analytical 

results, the simplified shear resistant model of the shear walls with multi-openings was constructed. It is clarified 

that the shear strength of RC shear walls with multi-openings can be evaluated by the proposed simplified model.  
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1．はじめに 

鉄筋コンクリート（RC）造建築物における耐震壁は，地震時にお

ける主要な耐震要素である。既往の実験や実際の地震被害における耐

震壁の破壊状況 1)を見ると，窓やドアなどの開口を有する耐震壁（以

下，有開口耐震壁と呼称）においては開口形状，個数および位置の相

違によって構造性能が大きく異なることが確認できる 2)。このような

有開口耐震壁のせん断強度評価法には，日本建築学会の鉄筋コンクリ

ート構造計算規準（以下，RC 規準と略記）3）や日本建築防災協会の

耐震診断基準（以下，耐震診断基準と略記）4)に示される等価開口周

比を用いた手法が慣用されている。しかしながら，これらの手法は壁

板に対する開口部の面積の比率に基づいてせん断強度が算定される

ため，開口の形状等が構造特性に及ぼす影響が反映されにくいという

問題点がある。 

このような背景から筆者らは，国土交通省・建築基準整備促進事業

の分担研究として，有開口耐震壁のせん断強度評価等に関する実験お

よび解析を継続的に実施してきた。このうち有開口耐震壁の開口位置

を実験変数とした静的載荷実験では，同一開口周比の耐震壁であって

も開口の配置によって剛性，せん断強度および破壊モードが大きく異

なることを示した 5)~7)。また，有限要素法解析（以下，FEM 解析と略

記）を用いた有開口耐震壁の数値シミュレーション手法の検討も並行

して行い，有開口耐震壁の実験時における復元力特性，破壊モードお

よび内部応力状態を概ね模擬できることを示した 8)。 

本論では，上記 FEM 解析に基づく有開口耐震壁のパラメトリック

解析を行い，開口位置の変化が当該耐震壁各部位の負担せん断力およ

び圧縮ストラットの形成に及ぼす影響を検討する。また，パラメトリ

ック解析の結果に基づいた有開口耐震壁の簡便なせん断強度算定法

を提案し，その耐力予測精度を示す。 

 

2．FEMパラメトリック解析の概要 

2.1 解析モデル 

図 1 に解析モデルの形状を示す。また，表１および表 2 に解析モデ

ルの試験体断面詳細および材料特性を示す。解析モデルには，文献

8)において FEM 解析による荷重－変形角関係等のシミュレーション

を行ったものも含め，筆者らがこれまでに実験した試験体 WO1 から

WO10 の計 10 体を選択した。さらに，これら 10 体の試験体における

開口配置を中間補完したモデルを 8 ケース（Model-A から Model -E，

Model-H から Model-J），試験体 WO8 のそれぞれの開口を開口面積が

等しくなるように開口高さを揃えて壁板中央へ配置し，１つの開口と

したモデルを 1 ケース（Model-F），および試験体 WO8 の各開口を包

絡させたモデルを 1 ケース（Model-G）の計 10 ケースを追加した。 
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試験体および解析モデルは 6層RC造建築物における連層耐震壁の

下部 2 層を想定した実大の約 1/3 スケールの耐震壁である。耐震壁の

破壊モードはせん断破壊型とし，等価開口周比は試験体 WO4~WO6

および解析モデル Model-C，Model-D では 0.35，その他の試験体およ

び解析モデルではほぼ 0.4 とした。 

2.2 解析手法 8） 

有開口耐震壁のFEM解析手法の妥当性については，文献8)において

検討しており，せん断力－変形角関係，破壊性状および鉄筋応力など

等を概ね模擬できることを示してきた。本解析においても文献8)に示

したものと同様な解析手法を採用し，平面応力場を仮定した2次元解

析とした。 

図2に試験体WO1を例とした要素分割図を示す。下スタブ底面にお

ける節点で鉛直および水平の自由度を拘束することで完全固定とし

た。コンクリートは4節点四辺形要素で定義し，柱梁のせん断補強筋

および壁筋は埋め込み鉄筋として要素内に層状に置換した。主筋はト

ラス要素で線材として置換した。また，柱および梁主筋ではコンクリ

ートからの抜け出しを考慮するため，コンクリート要素とトラス要素

の節点をそれぞれ別に定義し，接合要素を挿入することで鉄筋の抜け

出しをモデル化した。 

実験では，柱軸力比 N/bDσBで 0.2 に相当する一定軸力を試験体に

作用させると同時に，作用せん断力に対応させて鉛直ジャッキを制御

することで試験体頂部に付加モーメントを作用させ，所定のせん断ス

パン比（試験体 WO1~WO6，解析モデル Model-A~Model-D：1.38，試

験体 WO7~WO10，解析モデル Model-E~ Model-J：1.20）となるよう

制御した。本解析では実験と同様のせん断スパン比を再現するために，

試験体上スタブ上端から実験時における想定加力高さまで仮想スタ

ブとして極めて剛性の高い弾性体を配置した。解析では実験と同様に

繰り返し載荷とし，仮想スタブ上端に一定軸力を作用させた後，仮想

スタブ頂部に強制変位を与えた。また，解析では不釣合い力の収束計

算が不安定となった時点で解析を終了した。なお，解析には市販のコ

ンクリート構造非線形 FEM 解析ソフト「FINAL」9）を用いた。 

2.3 材料構成則 

コンクリートは等価一軸ひずみに基づく直交異方性体とし，ひび割

れは多方向のひび割れが考慮できる非直交分散ひび割れモデル10)に

より表現した。圧縮側のコンクリートの応力－ひずみ関係には，修正

Ahmad式11)を用いた。コンクリートの二軸応力下の破壊条件はKupfer

らの提案12)に従った。なお，ひび割れ発生後は圧縮特性の劣化を考慮

し，コンクリートの1軸圧縮強度とそのひずみを作用圧縮応力に基づ

く関数を用いて低減した13)。ひび割れ発生後のtension stiffening特性

（軟化域包絡線）はコンクリートの1軸圧縮強度，鉄筋比，ひび割れ

 

図 1 解析モデル（試験体および追加モデル） 

表 1 試験体断面詳細 

 
 

表 2 解析時における材料特性 

 

 
図 2 要素分割（試験体 WO1） 



方向の圧縮剛性低下率に関する関数として定義した14)。 

コンクリートの繰り返し応力下における履歴モデルの除荷・再載荷

曲線は，引張側，圧縮側ともに，2 次曲線で表現した 15)。ひび割れ後

のせん断伝達特性は，ひび割れ方向のせん断応力－せん断ひずみ関係

で表現し，包絡線はコンクリートの 1 軸圧縮強度，鉄筋量，ひび割れ

直交ひずみおよびひび割れ方向のせん断ひずみの関数で与えた 13)。

鉄筋とコンクリートの付着応力度－すべり関係は Elmorsiらの提案モ

デルを修正した手法 16)によりモデル化した。最大付着応力は靭性指

針 17)により算定し，最大付着応力時のすべりは 1.0mm と仮定した。

鉄筋は Ciampi らの修正 Menegotto-Pinto モデル 18)を採用し，降伏後の

履歴ループを表現した。 

鉄筋の材料特性は各実験における材料試験値を用いた。コンクリー

トの1軸圧縮強度は各実験の材料試験結果を参考に30N/mm2と仮定

した。コンクリートの引張強度，ヤング係数および圧縮強度時のひず

みは，表2に示すようにコンクリートの1軸圧縮強度に基づく計算式19)

を用いてそれぞれ算定した。さらに，実験時における試験体の乾燥収

縮の影響や初期ひびわれによる剛性の低下を考慮して，解析ではコン

クリートの引張強度，ヤング係数および圧縮強度時ひずみを表2に示

すように低減させた20）。なお，材料構成則として用いた各モデルの

詳細は文献8)を参照されたい。 

 

3．解析結果 

3.1 最小主応力分布 

図 3 に変形角 R=1/200rad.における試験体 WO1～WO3，WO5～WO8

および解析モデル Model-A，Model-B および Model-E のコンクリート

要素の最小主応力分布（圧縮応力分布）を示す。 

開口が 1 つの試験体 WO1 ではそれぞれの袖壁で斜め方向の圧縮ス

トラットが形成されている。一方，開口が２つに分割され，それぞれ

の位置が両側柱へ少し近づけられた解析モデル Model-A では袖壁の

圧縮ストラットに加えて1層および2層の中央壁板で圧縮ストラット

が形成された。さらに，試験体 WO2 および解析モデル Model-B のよ

うにそれぞれの開口が両側柱へさらに近づいていくにつれ，中央壁板

の面積が増加するに伴い形成される圧縮ストラット幅も大きくなり，

その角度も緩やかになる。また，圧縮側および引張側の袖壁では開口

位置がそれぞれ柱側へ近づくにつれ袖壁の面積が小さくなるため，そ

れぞれの圧縮ストラットの幅は減少し，角度が大きくなる傾向が認め

られた。 

偏在開口を有する試験体 WO5 および WO6 では，載荷方向によら

ず袖壁または中央壁板に圧縮ストラットが形成される傾向は他の耐

震壁と同様であった。しかしながら，載荷方向によって圧縮側部材と

引張側部材が入れ替わるため，各部材における圧縮ストラットの応力

が異なる傾向が認められた。このことが偏在開口耐震壁の載荷方向に

よるせん断強度の違いに起因しているものと推察される。 

一方，開口位置の高さが異なる試験体 WO7，WO8 および解析モデ

ル Model-E では，載荷方向によって形成される圧縮ストラットの幅お

よび角度が異なる。例えば試験体 WO7 の中央壁板では，正載荷時に

は 1 層開口間で圧縮ストラットが形成されるのに対し，負載荷時では

2 層上部から 1 層開口下部へ流れる圧縮ストラットが形成される。こ

のような場合には，圧縮ストラットの角度は 2 層から 1 層にかけて形

成されるものから算定するのが適切であると考えられる。 

3.2 各壁板の負担せん断力 

図 4に試験体WO1，WO2，WO3および解析モデルModel-A，Model-B

の 1 層および 2 層の各部位の負担せん断力を示す。せん断力は当該図

中の点線で示される高さ位置におけるコンクリートの各要素に生じ

るせん断力の和としている。また，本解析ではいずれの試験体におい

ても R=1/200rad.のサイクルで最大耐力もしくは最大耐力に近い耐力

値を記録したことから，同図では R=1/200rad.のサイクルのピーク時

における負担せん断力を示している。 

 
図 3 最小応力分布 



1 層における開口位置の変化に伴う各部材の負担せん断力の変化

をみると，圧縮側となる西側袖壁の負担せん断力は試験体 WO1 では

274kN となるのに対し，解析モデル Model-B では 35kN となった。引

張側となる東側袖壁の負担せん断力は，試験体 WO1 では 135kN とな

るのに対し，解析モデル Model-B では 14N となり，圧縮側袖壁と比

べてせん断力の負担は少ないものの，同様の傾向となった。1 層にお

ける中央壁板の負担せん断力は，解析モデル Model-A で 36kN であっ

たのに対し，試験体 WO3 では 378kN と中央壁板が大きくなるにつれ

て負担せん断力が増加する結果となった。このように，いずれの部材

においても壁板の長さに応じて負担せん断力の大きさが変化してい

る傾向が認められた。 

一方，2 層では，圧縮側柱の負担せん断力が 1 層の負担せん断力の

およそ半分程度まで低下しており，1 層と比べて 2 層の側柱の負担せ

ん断力は小さくなることがわかる。また，2 層壁板の負担せん断力を

みると中央壁板もしくは引張側袖壁および側柱の負担せん断力が増

加している。このことから，2 層では圧縮側柱における負担せん断力

が 1 層の圧縮側柱と比べて減少するものの，その代わりに引張側とな

る袖壁や側柱および中央壁板がせん断力を負担する傾向にある。筆者

 

 

 

 （a）WO1，WO2，WO3，Model-A, Model-B（1 層・正載荷）    (b）WO1，WO2，WO3，Model-A, Model-B（2 層・正載荷） 

図 4 R=1/200rad.における各部材の負担せん断力（試験体 WO1~WO3，追加モデル Model-A，Model-B） 

 

 

 

 

  （a）WO4，WO5，WO6，Model-C, Model-D（1 層・正載荷）    (b）WO4，WO5，WO6，Model-C, Model -D（1 層・負載荷） 

 

 
 

 

   （c）WO7，WO8，Model-E（1 層・正載荷）        （d）WO7，WO8，Model-E（1 層・負載荷） 

図 5 R=1/200rad.における各部材の負担せん断力（試験体 WO4~WO8，追加モデル Model-C~ Model-E） 



らが実施した実験 3),5)においては，試験体 WO1，WO2 および WO3

のように 1 層よりも 2 層の壁板の損傷が顕著となったものがあった。

これは2層圧縮側柱の負担せん断力の減少によって2層中央壁板や引

張側袖壁のせん断応力が 1 層壁板のせん断応力よりも大きくなるこ

とが原因であるためであると推察される。 

図 5 に試験体 WO4～WO8 および解析モデル Model-C～Model-E に

ついて，R=1/200rad.のサイクルのピーク時における 1 層の各部位の負

担せん断力を示す。同図には，正負載荷における負担せん断力をそれ

ぞれ示している。 

試験体 WO5，WO6 および解析モデル Model-C，Model-D のような

偏在開口耐震壁では正負載荷で壁板の負担せん断力に差異がみられ

た。これは 3.1 節で述べたように載荷方向に応じて壁板の圧縮ストラ

ットの応力が異なるためであると考えられる。 

一方，試験体 WO8 や追加モデル Model-A，Model-D のように開口

間隔の小さい試験体およびモデルでは，正負載荷にかかわらず中央壁

板において合計せん断力の 1 割程度以下となった。このことから開口

間隔が狭い耐震壁では中央壁板におけるせん断強度の負担が小さく

なることが見てとれる。また，図 5 ではいずれの試験体においても 1

層における圧縮側柱の負担せん断力は，耐震壁の合計せん断力のおよ

そ 3 割程度を負担しているのに対し，引張側柱では全せん断力の 1

割も負担してないことが認められる。 

 

4．せん断強度算定式の提案 

4.1 各壁板の耐力算定モデル 

最小主応力分布および各壁板の負担せん断力の検討から推測され

る耐震壁内部の応力状態に基づいて，有開口耐震壁の簡便な強度算定

モデルを検討する。 

有開口耐震壁の実験および解析における破壊性状では，最大耐力時

における開口横の壁板のひび割れやコンクリートの圧壊によって耐

力が低下する傾向がみられた 5～8)。また，3.1 節で述べたように，壁

板では載荷方向によらず壁板長に応じた斜め圧縮ストラットが形成

される傾向がみられた。これらの知見に基づいて，有開口耐震壁では

最大せん断強度時に開口横壁板においてアーチ機構による壁板のせ

ん断抵抗機構が形成され，これによって強度が決まるものと仮定する。

すなわち，図 6 に示されるような壁板長 lpと開口高さ hoで示される

領域において，幅 0.5lp となる斜め方向の圧縮ストラットが形成され

ているものとし，当該壁板のせん断力 Qwを式(1)のように仮定する。 

ip iiiBw tl.sincosQ  50  (1) 

ここで，ν：コンクリートの有効強度係数 

 𝜎𝐵：コンクリートの１軸圧縮強度（N/mm2） 

 𝜃𝑖：壁板で仮定した圧縮ストラットの角度 

 lpi：壁板長（mm） 

 ti：壁厚（mm） 

 

なお，式(1)ではトラス機構による耐力負担分を無視することとし

た。また，側柱および袖壁においても図 6 に示すように開口高さ位置

方向の圧縮ストラットがそれぞれ形成されているものと仮定する。 

圧縮ストラットの角度は以下のよう仮定する。すなわち，それぞれ

開口の高さが同じ耐震壁では，図 6 に示すように圧縮側開口下端から

引張側開口の上端まで形成される圧縮ストラットの角度θを採用す

る。ただし，試験体 WO7 や試験体 WO8 のように開口が対角に配置

され，それぞれ開口の高さが異なる耐震壁では，3.1 節で述べたよう

に載荷方向に応じて異なる圧縮ストラットが形成される。このような

耐震壁に対しては図 7 に示すように載荷方向に応じて壁板の圧縮ス

トラット角度をそれぞれ仮定することとした。 

各試験体および各追加モデルの側柱，袖壁，中央壁板および引張側

柱を対象に式(1)によるせん断力 Qwの算定結果を図 8 に示す。図中の

縦軸は，ν を 1.0 としたときの式(1)によるせん断強度算定値 Qw (ν=1.0)

と FEM 解析によるせん断強度計算値 QFEMの比率である。 

図 8(a)より，袖壁および中央壁板に対する QFEM/Qw (ν=1.0)の算定結果

は 0.65 程度を平均値としてばらつく傾向が認められた。また，QFEM

が小さくなるほど，すなわち開口間壁板や壁板長が短い部材では算定

図 7 開口高さ位置が異なる耐震壁におけるストラットの仮定 

 

(a) 中央壁板・袖壁         (b) 側柱 

図 8 QFEM/Qw－QFEM関係 

 

図 6 壁板におけるアーチ機構の仮定 

 



結果のばらつきが若干大きくなる結果となった。一方，側柱に式(1)

を適用した場合，図 8(b)に示すように引張側柱で算定値が解析による

計算値を過大評価する結果となった。また，圧縮側柱では算定値が解

析による計算値を過小評価するものがみられ，袖壁および中央壁板に

対する算定結果と比べて大きなばらつきがみられた。このように，袖

壁および中央壁板のせん断強度はコンクリートの有効強度係数 ν を

0.65 程度とすれば式(1)によって概ね推定可能であるといえるが，圧

縮側柱と引張側柱に対しては式(1)による算定精度がかなり低い結果

となった。 

4.2 強度算定時における側柱の取り扱い 

式(1)による側柱のせん断強度算定結果にはばらつきが大きく，本

式をそのまま用いることで側柱の適切なせん断強度の評価行うこと

は困難であるといえる。そこで側柱とそれに付帯する壁板をひとまと

めにして袖壁全体のせん断強度を評価する簡便な手法を採用するこ

ととした。以下にその詳細を述べる。 

既往の実験 3),5)および FEM 解析結果から，有開口耐震壁の最大耐

力時には開口横における袖壁のコンクリートの圧壊が顕著となるこ

とから，袖壁においても開口高さ位置で圧縮ストラットが形成される

ものと仮定する。 

3.2 節でも述べたとおり，図 4 および図 5 に示す FEM 解析による

各部材の負担せん断力をみると，1 層における引張側柱の負担せん断

力は最大でも耐震壁全体のせん断強度の 1 割も負担しない。また，図

3 の最小主応力分布において引張側柱では圧縮ストラットがほとん

ど形成されていない。このことから，本算定においては引張側袖壁で

は引張側壁板と開口高さからなる領域で圧縮ストラットが形成され

ると仮定し，引張側柱で形成される圧縮ストラットやせん断力は無視

するものとする。一方，圧縮側柱では袖壁の長さに応じて袖壁の負担

せん断力が変化する傾向がみられるものの，袖壁長によって圧縮側柱

の負担せん断力が変化する傾向はみられなかった。そこで，算定の簡

略化のために，圧縮ストラット算定の際には袖壁と圧縮側柱における

それぞれの圧縮ストラットを併せて算定することとした。すなわち，

圧縮側柱と圧縮側袖壁では図 9 に示すようにそれぞれの厚さを等価

な壁厚に置き換えた上で，袖壁長さと側柱せいの合計長さと開口高さ

からなる領域で圧縮ストラットが形成されるものと仮定した。 

なお，式(1)では開口横の壁板または袖壁におけるコンクリートの

せん断破壊によって有開口耐震壁の強度が決まることを想定してい

る。このような場合，側柱の引張鉄筋比の効果については耐震壁のせ

ん断強度に及ぼす影響は小さいものと考え，本提案式では側柱の引張

鉄筋比の効果は含めないことにした。 

4.3 有効強度係数の検討 

ここまで，壁板内の圧縮ストラットを活用した有開口耐震壁のせん

断強度算定モデルを示した。しかしながら，有開口耐震壁ではせん断

スパン比や軸力比および壁筋の効果がせん断強度に影響を及ぼすこ

とが予想される。筆者らが実施した有開口耐震壁の実験および解析結

果 5～8)は，これらの影響要因について限られた条件の下で得られたも

のであるため，各影響要因が有開口耐震壁のせん断強度に及ぼす影響

については別途検討する必要がある。そこで本項では，FEM による

パラメトリック解析を実施し，耐震壁の主要影響要因の変化がせん断

強度に及ぼす影響を明らかにする。さらにこれらの結果から，本モデ

ルの有効強度係数 νをコンクリートの１軸圧縮強度，せん断スパン比，

軸力比および壁筋比の関数として定義し，各影響要因が耐震壁のせん

断強度に及ぼす影響を反映させることにした。 

4.3.1 各影響要因のパラメトリック解析 

対象とする試験体は実験で用いた試験体 WO1 から WO8 とし，コ

ンクリートの 1 軸圧縮強度 σBは 30N/mm2，せん断スパン比 M/QD は

1.3，壁筋比 psは 0.4%，軸力比 N/bDσBは 0.2 とした。パラメトリック

解析用追加モデルはこれらの試験体を基準として表 3 に示す通りコ

ンクリートの 1 軸圧縮強度を変動させたものを 8 ケース，せん断スパ

ン比を変動させたものを 9 ケース，軸力比を変動させたものを 6 ケー

ス，壁筋比を変動させたものを 11 ケースの計 272 ケースを用いた。

モデル化手法および材料構成則については，2 章で実施した FEM 解

析と同じものを用いた。材料特性は表 4 で示すものを用いた。また，

解析では R=1/1600 および 1/800rad.を 1 サイクルずつ，以降 1/400，

1/200，1/133，1/100，1/67，1/50rad.を 2 サイクルずつ載荷し，不釣合

い力の収束計算が不安定となった時点で解析を終了した。 

4.3.2 解析結果 

図 10に試験体 WO1を例とした解析によるせん強度計算値QFEM－1

軸圧縮強度関係，QFEM－せん断スパン比関係，QFEM－軸力比関係およ

び QFEM－壁筋比関係をそれぞれ示す。また同図には各部材の負担せ

ん断力を併せて示す。 

 
図 9 算定式の概念 

 

表 3 解析変数 

 
 

表 4 パラメトリック解析で用いた材料特性 

 
 



FEM 解析によるせん断強度計算値とコンクリートの 1 軸圧縮強度

の関係をみると，1 軸圧縮強度が増加するにつれせん断強度が増加し

いている。各部材の負担せん断力をみると 1 軸圧縮強度の増加によっ

て主に圧縮側袖壁の負担せん断力の増加が顕著となった。このとき，

耐震壁の最小主応力分布では主に圧縮側袖壁の圧縮応力が増加して

いることから，1 軸圧縮強度の増加によって壁板の圧縮ストラットが

伝達できるせん断力が増加したものと推察される。 

続いてせん断強度とせん断スパン比の関係をみると，せん断スパン

比の増加によって耐震壁のせん断強度が減少している傾向がみられ

た。また，負担せん断力の内訳では特に引張側部材の負担せん断力の

減少が顕著となった。これはせん断スパン比の増加によって載荷時に

耐震壁脚部の回転モーメントが大きくなり，引張側袖壁の作用圧縮応

力が小さくなるため負担せん断力が減少したとみられる。一方，最小

主応力分布をみると，作用応力の違いはみられるものの，いずれのせ

ん断スパン比においても形成される圧縮ストラットの角度および幅

はほぼ同じ結果となった。このため本解析の範囲内ではせん断スパン

比の変化が有開口耐震壁の圧縮ストラット形成状況に及ぼす影響は

小さいと判断できる。 

次にせん断強度と壁筋比の関係をみると，壁筋比に比例してせん断

強度が増加していることがわかる。負担せん断力をみると，壁筋比の

増加によって引張側柱を除き各部材の負担せん断力が上昇する結果

となった。これは壁筋比の増加によってトラス機構によるせん断抵抗

が増加することから，壁板の圧縮ストラットが伝達できるせん断力が

増加する。このため袖壁だけでなく圧縮側柱においても，壁板から伝

達される圧縮ストラットの影響によって負担せん断力が増大するも

のと推察される。 

せん断強度と軸力比の関係をみると，わずかながら軸力比に比例し

てせん断強度が増加する結果となった。これは 1 軸圧縮強度と同様，

軸力の増加によって圧縮ストラットの作用応力が大きくなり負担せ

ん断力が増加するためと考えられる。本解析では軸力比 0.05 から 0.3

まで増加すると，軸力が 120kN から 720kN まで増加する。また，耐

震壁断面に対する軸方向応力度は 0.57N/mm2 から 3.46N/mm2 まで増

加することになる。これに対して軸力比 0.05 から 0.3 まで変化した場

合の負担せん断力の差分は 70kN となり，軸力比の変化がせん断強度

に及ぼす影響は小さいといえる。 

4.3.3 有効強度係数の導出 

これまでの解析結果から，各影響要因の増加または減少によって耐

震壁のせん断強度が変化する傾向が認められた。ここでは，このよう

な傾向を有開口耐震壁のせん断強度算定式（式(1)）に反映させるた

めに有効強度係数 νを検討する。 

図 11 に νを 1.0 としたときの式(1)による耐震壁のせん断強度算定

値 Qwo(ν=1.0)と FEM 解析によるせん断強度計算値 QFEMの比率と各影響

要因の関係を示す。ここで耐震壁のせん断強度は各壁板のせん断強度

算定モデルの総和であり次式に示す。このとき，袖壁に付帯する側柱

については 4.2 節で示すように算定する。 

 







1

1

n

i

wiwo QQ        (2) 
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図 11よりQFEM /Qwoと各変動要因に対してそれぞれ回帰分析を行い，

線形の近似曲線を求めた。その結果，以下のような関係式が得られた。 

 

 

 
図 10 FEMによるせん断力‐各影響要因関係（試験体 WO1） 

 

 
図 11 QFEM/Qwo(ν=1.0)－各影響要因関係 
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ここで，各変動要因を考慮できる回帰式を以下のように仮定する。 
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式(3)，式(4)，式(5)および式(6)と式(7)を連立させることにより以下

の式を得た。 
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ここで，各変動要因の数値には 4.3.1 節に示したパラメトリック解

析におけるそれぞれの基準値を採用した。すなわち，式(8)，(9)，(10)

および(11)にコンクリートの 1 軸圧縮強度 σB=30N/mm2，せん断スパ

ン比 M/QD=1.3，壁筋比 ps=0.4%，軸力比 N/bDσB＝0.2 をそれぞれ代

入した。その結果，x の値は式(8)で 1.271，式(9)で 1.224，式(10)で 1.201，

式(11)で 1.219 となった。これらの平均値は 1.23 であり，この値を x

として採用すると，有効強度係数 νの算定式は以下のようになる。 

 

2312703601600160 .p.
bD

N
.

QD

M
.. s

B

B 


     (12) 

 

4.4 有開口耐震壁のせん断強度推定式の提案と妥当性の検証 

以上の検討結果に基づいて，本論で提案する有開口耐震壁のせん断

強度算定法の手順をまとめると以下のようになる。 

(1) 各壁板のせん断強度 Qwiを式(1)によって算定する。このとき，コ

ンクリートの有効強度係数 νは式(12)を用いて算定する。 

(2) 付帯柱を有する袖壁については 4.2 節で示すとおりに算定する。 

(3) 有開口耐震壁のせん断強度 Qwo は，式(2)に示すように式(1)に基

づく圧縮側袖壁付柱，中央壁板および引張側袖壁の算定せん断強

度の総和とする。 

図 12 に提案式を用いたせん断強度の算定結果を示す。図 12 では縦

軸に各試験体のせん断強度実験値および各解析モデルの FEM 解析に

よるせん断強度計算値を示し，横軸に提案式によるせん断強度算定値

を示している。また，坂下，河野らによる有開口耐震壁実験で用いた

試験体 21)~23)のうち，壁板の圧壊によって強度が決定したものを対象

に提案式による算定を行った。同図にはその算定結果も併せて示す。 

いずれの試験体および追加モデルにおいても，提案式によるせん断

強度算定値に対する実験値および計算値の比率 Qexp/Qwoがほぼ 0.8 か

ら 1.2 となった。また坂下，河野らによる実験結果に対する提案式の

算定結果についても，算定結果はほぼ同様の傾向を示した。このこと

から，提案式は耐震壁のせん断強度を概ね評価することができること

を示した。また，式(12)で提案した有効強度係数 ν を用いることで，

影響要因（コンクリート１圧縮強度，せん断スパン比，軸力比および

壁筋比）の変化が耐震壁のせん断強度に及ぼす影響を考慮することが

可能であるといえる。 

しかしながら，一部の耐震壁においては算定精度が低下する傾向が

みられた。開口が対角に配置された耐震壁では試験体 WO7 の負載荷

時で Qexp/Qwoが 1.24 と算定値が実験値を過小評価する結果となった。

これは中央壁板の圧縮ストラットの仮定によって中央壁板のせん断

強度を十分に評価できていないことが原因とみられる。また，試験体

WO8 では圧縮側袖壁の算定値が実験値を過大評価する結果となり，

Qexp/Qwoが正載荷時と負載荷時でそれぞれ 0.82，0.83 とそれぞれ算定

精度が低下した。 

一方，ドア型開口と小開口を有する耐震壁では追加モデル Model-H，

Model-I および試験体 WO10 で Qexp/Qwo がそれぞれ 0.80，0.76，0.75

と算定値が解析による計算値と比べて過大評価する結果となった。ま

た，文献 21）および 22)の耐震壁についても実験値を過大評価するも

のが 2 例みられた。これらの耐震壁はいずれもドア型の縦長開口を有

しているものであった。当該耐震壁の各部材ごとの提案式による算定

結果では，特に圧縮側袖壁の算定値が実験値と比べて過大評価となっ

た。また，袖壁長が長くなるにつれ，袖壁の算定精度が低下する傾向

も認められた。このように，ドア型開口を有する耐震壁では，圧縮側

袖壁が過大評価となる場合があるため，実験結果に対する提案式の算

 
図 12 Qexp－Qwo関係 



定精度は若干低いものとなった。このような耐震壁に対するせん断強

度の算定手法については今後の検討課題としたい。 

 

5．まとめ 

本論文では複数開口を有する RC 造耐震壁のパラメトリック解析

を行い，開口位置の変化が当該耐震壁各部位の負担せん断力および圧

縮ストラットの形成に及ぼす影響について検討した。さらに，パラメ

トリック解析の結果に基づいた有開口耐震壁の簡便なせん断強度算

定法を提案した。 

本研究で得た知見を以下に要約する。 

(1) 有開口耐震壁のせん断力を伝達する圧縮ストラットは，開口位

置や載荷方向によらず個々の壁板で壁板長に応じて形成される。

すなわち壁板長が長くなると形成される圧縮ストラットの幅が大

きくなり，角度は緩やかになる傾向が認められる。 

(2) 有開口耐震壁の各部材における負担せん断力は，形成される圧

縮ストラットの傾向と同様に，壁板長に応じて変化する。 

(3) 側柱の負担せん断力について，圧縮側柱では耐震壁の全せん断

力の 3 割程度を負担するのに対し，引張側柱では多くても耐震壁

の全せん断力の 1 割程度しか負担しない。 

(4) アーチ機構に基づいた各壁板のせん断抵抗モデルと側柱の効果

を考慮した有開口耐震壁のせん断強度算定式によって，有開口耐

震壁のせん断強度を概ね評価することができる。また提案式では，

式(12)による有効強度係数 ν の算定手法を用いることで，耐震壁

の主要影響要因（コンクリート１軸圧縮強度，せん断スパン比，

軸力比および壁筋比）の変化がせん断強度に及ぼす影響を考慮す

ることが可能である。 
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